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被災地の情報通信利用環境の復旧・復興支援状況 

総務省では、東日本大震災による被災団体が復旧活動に全力で対処できるよう、平成２３年度

第一次補正予算において、当面の情報通信基盤や消防防災施設・設備の復旧に必要な施策の

予算措置を講じています。 

東北総合通信局では、これら施策を活用し、局の「東日本大震災復興対策支援室」（５月９日

設置）を中心に、被災地の情報通信利用環境の復旧・復興を支援しています。 

主な支援状況は次のとおりです。 

 

１． 被災自治体の情報通信インフラの復旧に向けた支援 

＜情報通信基盤災害復旧事業費補助金＞ 

情報通信基盤災害復旧事業費補助金は、被災地方公共団体が実施する情報通信基盤（Ｆ

ＴＴＨ等のブロードバンド施設、ケーブルテレビ等の有線放送施設、公共施設間を結ぶ地域公共

ネットワーク施設等）の復旧のための補助金です。 

東北総合通信局では、当該補助金を活用して情報通信基盤の復旧を進める地方公共団体

を支援しており、現在、３団体が当該補助金を活用してブロードバンド施設や地域公共ネットワ

ークの復旧を進めています。 

また、他の地方公共団体においても、本支援事業を活用した情報通信基盤の復旧を検討し

ており、復旧方法や事務手続き等のアドバイスを含めて支援することとしています。 

自治体名 交付決定年月日 復旧施設 

岩手県 一関市 平成 23 年 10 月 20 日 地域公共ネットワーク 

宮城県 石巻市 平成 23 年 6 月 30 日 地域公共ネットワーク 

福島県 南相馬市 平成 23 年 10 月 20 日 ブロードバンド施設 

 

２． 被災地域における重要通信の確保 

総務省は、被災地域において迅速かつ安定的に情報のやりとりが可能となるよう、小型固定

無線システム、可搬型衛星通信システム（ＶＳＡＴ）を活用した情報通信環境の構築を進めてい

ます。 

東北総合通信局では、被災地方公共団体を訪問し、そのニーズ調査や置局場所の検討、現

地調査を実施し、役場庁舎等の公共施設間等を接続するための小型固定無線システムについ

ては、１５市町村に設置（設置予定も含む）しています。 

また、仮設住宅等のインターネット利用環境等を確保するための可搬型衛星通信システムに

ついては、１３市町村１８０個所に設置（設置予定も含む）しています。 

 

３． 被災地域における地上デジタル放送の受信環境確保 

総務省では、東日本大震災による地デジ追加対策として、損壊したデジタル中継局や共聴施

設の復旧への支援、チューナー支援事業の被災者への対象拡大等を行っています。 



なお、岩手県、宮城県、福島県の３県については、本年７月２４日に予定していたアナログ放

送停波を延期し、来年３月３１日に停波します。 

（１） デジタル中継局の復旧支援 

地震・津波により損壊したデジタル中継局の復旧を補助対象に加え、放送事業者を支援し

ています。 

県名 交付決定年月日 災害復旧支援中継局 

陸前高田中継局（陸前高田市） 

岩手県 平成 23 年 6 月 20 日 陸前島部中継局（陸前高田市） 

一関上大桑中継局（一関市） 

白河中継局（白河市） 

福島県 平成 23 年 6 月 20 日 西郷虫笠中継局（西郷村） 

長沼中継局（須賀川市） 

 

（２） 辺地共聴施設の復旧支援 

地震・津波により損壊した辺地共聴施設の復旧を補助対象に加え、共聴組合等を支援し

ています。 

自治体名 交付決定年月日 件数 整備主体 

岩手県 宮古市 平成 23 年 7 月 28 日 6 件 共聴組合 

岩手県 大船渡市 平成 23 年 7 月 28 日 5 件 共聴組合 

岩手県 陸前高田市 平成 23 年 8 月 2 日 1 件 共聴組合 

岩手県 大槌町 平成 23 年 9 月 30 日 1 件 大槌町 

岩手県 山田町 平成 23 年 7 月 29 日 1 件 共聴組合 

平成 23 年 7 月 28 日 1 件 共聴組合 
宮城県 石巻市 

平成 23 年 10 月 19 日 1 件 共聴組合 

 

（３） 暫定衛星対策の拡充 

地震・津波による中継局・ケーブルテレビ・辺地共聴施設の損壊に伴い、地デジ難視となっ

た世帯を暫定衛星対策の対象に加えています。 

 

（４） チューナー支援事業の拡充 

今回の震災を受けてＮＨＫ受信料全額免除世帯に追加された世帯（家屋が半壊・半焼・床

上浸水以上、１ヶ月以上の避難勧告等）を、本事業の支援対象に加え、チューナーの無償給

付、アンテナ改修を行っています。 

 

４． 消防防災無線等の復旧に向けた支援 

＜消防防災施設（設備）災害復旧費補助金（消防庁）＞ 

消防防災施設（設備）災害復旧費補助金は、被災地の消防防災施設（設備）の復旧を緊急

に実施するための補助金であり、総務省消防庁が進めているものです。 

東北総合通信局では、被災地方公共団体を訪問した際に、当該補助金の支援対象となって



いる防災行政無線や消防・救急無線等について、その復旧方法や消防庁との調整、無線局免

許手続き等の必要なアドバイスを行っています。 

 

５． 移動電源車の配備 

総務省は、災害時において重要情報通信設備の電源を確保するため、各総合通信局に移

動電源車を配備しました。 

東北総合通信局では、この移動電源車を有効に活用するため、特に被害が大きかった沿岸

部で要望のあった宮城県南三陸町に配備しています。 

 

６． 被災市町村への職員派遣 

東北総合通信局では、職員を被災市町村に派遣し、情報通信利用環境の復旧・復興や自

治体業務を支援しています。 

（１） 市町村業務支援のための職員派遣 

情報通信基盤の復旧、通信機器の搬入・設置、臨時災害放送局の開局・運用サポート等

のほか、市町村業務の支援のため、被災家屋の調査や市町村の各種データの復元、避難

所での避難者支援、拾得物の整理など、職員派遣による多様な支援を行っています。 

なお、８月からは、情報通信利用環境の復旧・復興を中心とした業務支援のために職員を

派遣しており、現在は宮城県石巻市への職員派遣を継続中です。 

派遣先市町村 
派遣 

職員数 

延べ人数 

（人日） 

宮城県 石巻市 1 ３３ 

宮城県 塩竃市 ５ ５２ 

宮城県 気仙沼市 ７ ９６ 

宮城県 多賀城市 ５ ３２ 

宮城県 東松島市 １ ７ 

派遣先市町村 
派遣 

職員数 

延べ人数 

（人日） 

宮城県 山元町 １ ８ 

宮城県 七ヶ浜町 １ ４０ 

宮城県 南三陸町 １ ５ 

福島県 相馬市 １ １ 

（平成 23 年 10 月 25 日現在）

 

（２） 通信・放送利用環境確保のための職員訪問 

情報通信基盤の復旧と重要通信の確保、通信機器の搬入・設置（簡易無線局や衛星イン

ターネット利用機器等）、避難所へのラジオ配布、被災市町村等の要望調査・調整など、被災

地に職員を派遣してきめ細かな支援活動を実施しています。 

派遣先市町村 

青森県 八戸市、おいらせ町 

岩手県 
宮古市、大船渡市、北上市、久慈市、遠野市、陸前高田市、釜石市、住田町、大

槌町、山田町、岩泉町、田野畑村、普代村、野田村、洋野町 

宮城県 
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、多賀城市、岩沼市、登米市、東松

島市、亘理町、山元町、松島町、七ケ浜町、女川町、南三陸町 

いわき市、白河市、須賀川市、相馬市、二本松市、田村市、南相馬市、伊達市、桑

福島県 折町、国見町、川俣町、会津坂下町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、

双葉町、浪江町、葛尾村、新地町、飯舘村 

 （平成 23 年 10 月 25 日現在）



 

７． 災害対策用移動通信機器の配備（無償貸与） 

東北総合通信局では、総務本省とも協力し、簡易無線、衛星携帯電話等約３，０００台を被

災自治体に貸出しています（一部返却済み）。 

また、避難所等での情報入手のためのラジオ約１万台を配布しているほか、関係団体等から

無償提供（３，３００台）を受けたラジオについても、被災地方公共団体からの要請に基づき、随

時配布しています。 

 

８． その他 

（１） 被災市町村等による臨時災害放送局への免許 

東北総合通信局では、東日本大震災によって甚大な被害に遭われた市町村からの申請

により、遭難情報、道路状況、交通情報、停電情報等の生活関連情報を提供する臨時災害

放送局に対して、臨機の措置による免許（口頭による申請・免許）を行っています。 

現在、１５市町において１８局が運用中です。 

 

（２） 無線局の免許可手続きに係る臨機の措置 

東北総合通信局では、非常災害時における重要通信の疎通の確保を図るため、無線局

の開設、周波数等の指定変更、無線設備の設置場所等の変更を行う必要がある場合にお

いて、緊急やむを得ないと認められるものについては、臨機の措置による免許可（口頭による

申請・免許可）を行っています。 

 


